
国際協力機構
理事 松岡 和久

平成17年度
文部科学省・筑波大学国際教育協力シンポジウム
「開発途上国における派遣現職教員の活躍」



小学校に行けない子供の数
1億3000万人（およそ5人に1人）

小学校に入学しても卒業できない子供の数
1億5000万人

文字が読めない人の数

8億７000万人（15歳以上の約4人に1人）

開発途上国の現状



日本の教育援助政策日本の教育援助政策

ODA大綱（1992年）
ODA中期政策（1999年）.
成長のための基礎教育イニシアティブ BEGIN:
Basic Education for Growth Initiative (2002年）
G8カナナスキスサミット(6月）で小泉首相が発表、ヨハネスブルグサ
ミット（WSSD）の「小泉構想」にも盛り込まれる
重点分野：基礎教育の機会の確保、質の向上、マネージメントの改善
BEGINと同時に、今後5年間で低所得国にたいし2500億円以上の教
育支援を約束

新ODA大綱（2003年）
11年ぶりの改定（旧ODA大綱1992年制定）
重点課題：貧困削減(教育、保健、水、農業等）、持続的成長、地球的
規模問題、平和構築

新ODA中期政策（2005年）
重点課題：貧困削減(保健、教育等）、持続的成長(人づくり支
援)、地球的規模課題、平和構築



日本の教育援助に影響を日本の教育援助に影響を
与えている国際的会合や宣言与えている国際的会合や宣言
万人のための教育世界会議（1990年）

北京女性会議（1995年）

社会開発サミット：２０/２０協定（1995年）

DAC新開発戦略（1996年）

高等教育世界会議（1998年）

世界教育フォーラム（2000年）
EFA上級会合(2001年ﾊﾟﾘ、02年ﾅｲｼﾞｪﾘｱ、03年ｲﾝﾄﾞ、04年ﾌﾞﾗｼﾞﾙ）

ミレニアム開発目標（2000年）

サミットG8コミュニケ（02年ｶﾅﾅｷｽ、．．．．05年ｸﾞﾚﾝｲｰｸﾞﾙズ）

ファスト・トラック･イニシアティブ（2002年）

Ｇ８教育タスクフォース報告（2003年）

国連持続可能な開発のための教育の10年

（2005-2014年）



日本の教育協力実績の推移日本の教育協力実績の推移
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日本の教育協力の実施体制日本の教育協力の実施体制
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2002
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年

金額（億ドル）無償 技協 借款

外務省/JICA 160～200億円
JICA 250～300億円

文科省 500億円
JBIC

注：二国間ODAのみ、約束額ベース、
暦年、DAC分類による



JICAJICAの教育援助方針の教育援助方針

教育援助研究会報告（1992/1993年）
教育援助をODA全体の15％にまで増額させる
基礎教育重視
相手国の教育段階に応じた教育援助を行う

基礎教育協力効果的アプローチ（2002年）
高等教育協力効果的アプローチ（2003年）
ノンフォーマル教育協力援助指針（2004年）
ｱﾌﾟﾛｰﾁ：基礎教育拡充/向上､ｿｰｼｬﾙｷﾞｬｯﾌﾟ是正、生計向上、
保健衛生環境改善、HIV/AIDS対策、自然環境保全、平和構
築

基礎教育協力援助指針(2005年）
重点分野：就学率の向上、質の改善、女子教育、NFE、教育ﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄの改善

地域別基礎教育協力方針(2004年)
アフリカ地域、中南米地域…



JICAJICAの教育分野の技術協力実績の教育分野の技術協力実績

～経年変化～経年変化
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JICAJICAの教育分野の技術協力実績の教育分野の技術協力実績

～主要サブセクターの経年変化～主要サブセクターの経年変化
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JICAJICAの教育分野の技術協力実績の教育分野の技術協力実績

～サブセクター別内訳～サブセクター別内訳
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JICAの教育分野の協力実績
（地域別）2003
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（地域別）2003
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JICAの教育分野の協力実績
（スキーム別）2003
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JICAの基礎教育分野の協力実績
（スキーム別）2003
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～事業スキーム別内訳～事業スキーム別内訳

「無償調査」は基本設計調査＋実施促進の経費のみ。

本体予算（約200億円）は外務省所管。



青年海外協力隊について

• 世界73カ国に2,650名（内女性1,500名）派遣
（累計27,521名【内女性10,916名】）

• 農業隊員からスポーツ隊員までさまざまな職
種が存在（１7年度秋募集は124職種）

• 原則２年間の派遣
• 選考試験（筆記試験、面接試験）→派遣前訓
練（７0日間）→派遣（２年間）→帰国



1966年1966年



2005年2005年

世界73カ国で活動中
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分野別比較 1975＆2005分野別比較 1975＆2005
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現職教員特別参加制度の概要

（１）学期制にあわせた派遣期間を設定

→４月訓練参加→7月派遣→
2年後の3月に帰国→4月職場復帰

（２）教育委員会、文部科学省からの推薦により

青年海外協力隊の1次試験を免除

（３）派遣される教員の人件費の80％を上限として
JICAから教育委員会へ補填



現職教員特別参加制度の実績

※ 18年については現時点での合格者数
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現職教員特別参加制度の分析①

26.7%京 都（約4000人）49.7%北海道（約21000人）

26.0%和歌山（約2500人）49.9%佐 賀（約3500人）

25.9%神奈川（約10000人）50.4%宮 崎（約4500人）

24.6%埼 玉（約9000人）50.4%長 崎（約6000人）

17.2%大 阪（約7500人）57.6%鹿児島（約9000人）

JOCV世代教員の割合が低い都道府県JOCV世代教員の割合が高い都道府県

20～39歳の教員数
全体の教員数

割合 ＝
(参考：学校教員統計調査報告書）



現職教員特別参加制度の分析②
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現職教員特別参加制度の分析③
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JICAにおける教育現場との連携

出前講座 教師海外研修

（サモアの小学校を訪問）



神奈川新聞 2005年9月30日付



今後の取組みについて

・短期派遣制度の活用

・シニアボランティアへの特別制度の拡大

・帰国教員のネットワーク化



ご静聴ありがとうございました


